
全国健康づくり施策担当者会議

日 時 :平成 24年 2月 16日 (木 )
13:30～ 16:00

場  所 :三田共用会議所 講堂

議 事 次 第

○ 議 題

「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」改正案 素案について

・厚生労働省からの説明  13:30～ 14:30
・思見交換会       14:30～ 16:00



全国健康づくり施策担当者会議資料

平成 24年 2月 16日 (木 )

厚生労働省健康局総務課生活習慣病対策室
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健康づくり対策の流れ

S53～ 第1次国民健康づくり対策

健康診査の充実

市町村保健センター等の整備

保健師、栄養士等マンパワーの確保

S63～ 第2次国民健康づくり対策

～アクティブ80ヘルスプラン～

運動習慣の普及に重点をおいた対策

(運動指針の策定、健康増進施設の推進等)
L¨ _¨ __― ――

H12～ 第3次国民健康づくり対策
～21世紀における国民健康づくり運動

(「健康日本21」 )～

一次予防重視

健康づくり支援のための環境整備

目標等の設定と評価

多様な実施主体による連携のとれた効果

的な運動の推進
:

I H25～ 第4次国民健康づくり対策

H15健康増進法の施行
H17メタポ診断基準(関係8学会)
H17今後の生活習慣病対策の推進
について(中間とりまとめ)
H18医療制度改革関連法の成立
H19健康日本21中間評価報告書
H20特定健康診査・特定保健指導 開始
すこやか生活習慣国民運動 開始

H23「 SmarL Life Prdoct」 開始
「健康日本21」最終評価

:

|



新たな国民健康づ<り対策に向けて

平成 12年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
2011)

一．
‥
Ｎ
‥

(2013)

第4次国民健康
づ<り対策

第 3次国民健康づ<り対策「健康日本 21」
すこやか生活習慣国民運動 【H20～ 24年度】 (適度な運動、適切な食生活、禁煙の3分野に重点

Smart Life Prdect【 H22～ 24年度】 (産業界との連携)

地域保健健康増進栄養部会による検討

次期国民健康づくり運動



「健康日本 21」 最終評価 H231013
「目標値に達した」と「目標値に達していないが改善傾向にある」を合わせ、全体の約6割で一定の改善がみられた。

‥
ω
ｌ

評価区分

(策定時十の値と直近値を比較 ) 該当項目数<割合>

Ａ

一
10項目 <169%>

B目標値に達していないが改善
傾向にある 25項 目 <42.4%>

一
Ｃ 14項 目 <237%>

D 悪化している 9項 目 <153%>

●|:評1価1困:難■■|■■||||■ ||

合 計 59項 目<1000%>

*中間評価時に設定された指標については、中間評価時の値と比較

主なもの

メタボリックシンドロームを認知している国民の割合の増加
高齢者で外出について積極的態度をもつ人の増加
80歳で20歯以上・60歳で24歯以上の自分の歯を有する人の増加

食塩摂取量の減少
意識的に運動を心がけている人の増加
喫煙が及ぼす健康影響についての十分な知識の普及
糖尿病やがん検診の促進 など

自殺者の減少、多量に飲酒する人の減少
メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少
高脂血症の減少 など

日常生活における歩数の増加

糖尿病合併症の減少 など

特定健康診査・特定保健指導の受診者数の向上
(平成20年からの2か年のデータに限定されため)

など

①

②

③

④

⑤

次期運動方針の検討の視点

日本の特徴を踏まえ10年後を見据えた計画の策定

目指す姿の明確化と目標達成へのインセンティプを

与える仕組みづくり

自治体等関係機関が自ら進行管理できる目標の設定

国民運動に値する広報戦略の強化

新たな理念と発想の転換

次期運動の方向性

① 社会経済の変化への対応
・家族・地域の絆の再構築、助け合いの社会の実現 (東日本大震災からの学び等〉
・人生の質(幸せ・生活満足度等)の向上
・全ての世代の健やかな心を支える社会の在り方の再構築 など

② 科学技術の進歩を踏まえた効果的なアプローチ
・進歩する科学技術のエビデンスに基づいた日標設定
・個々の健康データに基づき地域・職域の集団をセグメント化し、それぞれの対象に
応じて確実に効果があがるアプローチを展開できる仕組み
・最新技術の発展を視野に入れた運動の展開

③ 今後の新たな課題 (例 )
・休養・こころの健康づくり(睡眠習慣の改善、働く世代のうつ病の対策)
,将来的な生活習慣病発症の予防のための取組の推進
・高齢者、女性の健康
・肺年齢の改善 (COPD、 たばこ) など
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次期国民健康づくり運動スケジュニル (案 )

<厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会>

第30回  10月 14日 (金)(開催済み )

↓
第31回  12月 21日 (水)(開催済み)
〔 ・次期国民健康づくり運動プランの基本的方向性    〕

↓
第32回  1月 23日 (月 )(開催済み)

〔 ,次期国民健康づくり運動プランの骨子 (中間取りまとめ)(案 )〕

|
第33回  2月 28日 (火 )
〔 ・次期国民健康づくり運動プラン(素案)

↓
第34回  4月 下旬 ～ 5月 下旬 頃

〔
湖 国民
荼 糀 二1管誓讀1襲屏383訂 〕

<次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会>

第1回  11月 25日 (金)(開催済み )
(今後の進め方、論点整理)

第2回  12月 フ日(水)(開催済み)
(次期国民健康づくり運動プランの基本的方向性)

第3回  1月 12日 (木)(開催済み)
(次期国民健康づくり運動プランの骨子

(中間取りまとめ)案 )

第4回  2月 15日 (水)(開催済み)
(次期国民健康づくり運動プラン(素案))

第5回  3月 19日 (月 )
(次期国民健康づくり運動プラン最終案)



1   次期国民健康づくり運動プランの「基本的な方向」について(案) ~可

所 の徹 β々 ″雛    妨 顔 χ 物 わ

け 論のZ″とだ庁猛虜の勝″
○「健康寿命の延伸」に加えて、あらゆる世代の健やかな
暮らしを支える良好な社会環境を構築し、「健康格差の縮
小Jを実現することを「基本的方向」に明記.

(生活習Л庸の発症予防と重症″予防の徹底)
Oヨ |き続き一次予防に重点を置くとともに、合併症の発症
や症状進展などの重症化予防を重視。

`社

鑑 活を営むた″こ必要な機能の維持・向上ノ

○ 高齢期における日常生活の自立を目指した身体機能の|

、働く世代のここ強化・維持、

t健難 支えs%/_‐●の雄 鋼 物 理 ウ
○ 時間的にゆとりのない者や、健康づくりに無関心な者も
含め、社会全体として相互に支え合いながら健康を守る環
境を整備することを重視。

tヨ籠ゝ

向上を目的として健康

<課題>非 正規雇用の増加など雇用基盤の変化、家
族形態・地域の変化等がある中で、今後、健康にお
ける地域格差縮小の実現が重要。

r―′テ防の効

○ 健康を増進し発病を予防する一次予防を重視。

<課題>今 後は、高齢化社会の中で、重症化を予防す
る観点や、年代に応じた健康づくりを行うことにより社
会生活機能を維持する観点が重要。

/_-0の環境整備)
○ 健康づくりに取り組もうとする個人を社会全体で支援
していくことを重視。

<課題>今 後は、健康の意識はありながら生活に追わ
れて健康が守れない者や、健康に関心が持てない者
も含めた対策も必要。

修 隊な分野
=こ
お
=す
る連携)※引き続き重点的に推進

住民活動、NPO活動、産業界との連携など
修 際な分野

=こ
おける連携)
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~~    
次期国民健康づくり運動プランの

易″の徹 β″力 障ミ:'m轟総熙 灘 甕劇
09分 野79項目(再掲除き59項目)にわたる目標
項目を設定。

O具 体的な目標項目は局長通知で規定。

05つの基本的な方向(案)に対応させる形で指標の相互関係を
整理し、51項目にわたる目標項目を設定。

○ 実効性を持たせるため、日標項目を大臣告示に格上げ。

僣鞍離枕右慮砺 させたF″
① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する日標

生活習慣病の発症予防と重症化予防(NCD(非感染性疾患))
の予防)に関する日標性疾患))の予防)

※ がん、循環器疾患、糖尿病、COPDに区分して設定

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上に関する目標
※ こころ、次世代、高齢者の健康に区分して設定

健康を支え、守るための社会環境の整備に関する日標

⑤ 国民の健康の増進を推進するための生活習慣の改善及び社
会環境の整備(NCDリスクの低減等)に関する目標
※ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、喫煙、飲酒、歯・口腔の

健康に区分して設定

① 栄養・食生活

身体活動・運動

休養・こころの健康づくり

たばこ

ア ル コ
ー ー

ル

歯の健康

糖尿病

循環器病

がん

C廟 影 響 標項目 例>
(1)新たな課題に対応した目標
(例 :ロコモティブシンドローム(運動器症候群)、 慢性閉塞性肺疾患(COPD)の知識の普及 等)

(2)健康格差の縮小、社会環境の整備に関する目標
(例 :健康づくりを目的とした住民活動の増加、健康格差対策に取り組む自治体の増加、週労働時間60時間以上の雇用者の割合の減少等)



<第 4回次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会資料>
平成 24年 2月 15日

「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」

～健康日本21(第 2次)～
(素案)

この方針は、二十一世紀の我が国において少子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生

活習慣及び社会環境の改善を通じて、子どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いなが

ら希望や生きがいを持ち、ライフステージ (平L幼児期、中年期等の人の生涯における各段階

をいう。以下同じ。)に応 じて、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現すること
ができるよう、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示し、「二十

一世紀における第二次国民健康づくり運動 (健康日本 21(第 二次))」 (以下 「国民運動」
という。)を推進するものである。

第一 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向
― 健康寿命の延伸と健康格差の縮小
我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、生活習慣病の予防及び

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上等により、健康寿命 (健康上の問題で

日常生活が制限されることなく生活できる期間をい う。)の延伸を実現する。

また、あらゆる世代の健やかな暮らしを支える良好な社会環境を構築することによ

り、健康格差 (個人の生活習慣や社会環境の違いにより生じる健康の集団特異的な違

いをい う。)の縮小を実現する。
二 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 (NCD(非 感染性疾患)の予防)
食生活の改善や運動習慣の定着等による一次予防 (生活習慣を改善して健康を増進

し、生活習慣病等を予防することをいう。)に重点を置いた対策を推進するとともに、

合併症の発症や症状の進展などの重症化の予防に重点を置いた対策を推進する。

三 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上
自立した日常生活を営むことを目指し、若年期から高齢期まで、全てのライフステ

ージにおいて、心身機能の維持及び向上に取 り組む。

また、生活習慣病を予防し、又はその発病を遅らせることができるよう、子どもの

頃から健康な生活習慣づくりに取 り組む。さらに、働 く世代のス トレス対策等により、

ライフステージに応 じた心の健康づくりに取り組む。

四 健康を支え、守るための社会環境の整備

-7-



個人の健康は、家庭、地域、職場等の社会環境の影響を受けることから、国民の健

康を実現するためには、社会全体としても健康を支え、守る環境づくりに努めていく

ことが重要である。このため、行政のみならず、広く国民の健康増進を支援する民間

団体等の積極的な参加協力を得るなど、国民が主体的に行 うことのできる健康増進の

取組を総合的に支援 していく環境を整備することが必要である。

また、地域や世代間の相互扶助など地域や社会の絆、職場の支援等が機能すること

により、時間的又は精神的にゆとりのある生活を確保できない者や、健康づくりに関

心のない者なども含めて、社会全体が相互に支え合いながら、国民の健康を守る環境

を整備することが必要である。

五 多様な関係者による連携のとれた効果的な健康増進の取組の推進
1 多様な経路による情報提供
健康増進は、最終的には、国民一人一人の意識 と行動の変容にかかっていることか

ら、国民の主体的な健康増進の取組を支援するためには、国民に対する十分かつ的確

な情報提供が重要である。このため、各種の情報伝達手段や保健事業における健康相

談、健康教育等の多様な経路により、それぞれの特徴を生かしたきめ細かな情報提供

を推進する必要がある。

2、 ライフステージや性差等に応 じた健康増進の取組の推進

乳幼児期から高齢期までのライフステージや性差等の対象者セグメント (単位)に着

日し、対象者の特性やニーズ、健康課題等を十分に把握することが重要である。その上

で、その内容に応
.じ
て、生活習慣病を発病する危険度の高い集団への働きかけを重点的

に行 うとともに、社会環境が国民の健康に影響を及ぼすことも踏まえて、地域や職場等

を通 じた国民全体に対する働きかけを行 うことにより、健康増進の取組を効果的に推進

することが重要である。また、女性の生涯にわたる健康についても、性差に着日した対

策が講 じられるよう配慮すべきである。

3 多様な主体における連携
健康増進の取組を進めるに当たつては、健康づくり対策、母子保健、精神保健、介

護予防及び産業保健の各分野における対策並びに医療保険の保険者が実施する対策

を含めた厚生労働行政分野における健康増進に関する対策 (食育の推進を含む。)の

みならず、学校保健対策、産業医の保健指導、ウォーキングロー ド (遊歩道等の人の

歩行の用に供する道をいう。)の整備などのまちづくり対策、森林等の豊かな自然環

境の利用促進対策、総合型地域スポーツクラブの活用などの生涯スポーツ分野におけ

る対策、健康関連産業の育成等、関係行政分野、関係行政機関等が十分に連携をとっ

て国民の健康増進を図つていく必要がある。

また、国、都道府県、市町村 (特別区を含む。以下同じ。)、 健康増進事業実施者、
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医療機関、教育機関その他の関係者は、国民の健康増進の総合的な推進を図るため、

相互に連携を図りながら協力するよう努める必要がある。さらに、運動や休養に関係

する健康増進関連事業者、健康関連機器事業者や食品関連事業者等は、国民の健康の

増進を図るための自主的な取組に努めるとともに、国は、こうした産業界との連携を

一層図ることが必要である。

第二 国民の健康の増進の目標に関する事項
一 日標の設定と評価
1 目標の設定主体
国は、国民の健康増進について全国的な目標を設定し、広く関係者等に対してその

日標を周知するとともに、継続的に健康指標の推移等の調査及び分析を行い、その

結果に関する情報を還元することにより、関係者をはじめ広く国民一般の意識の向

上及び自主的な取組を支援するものとする。

地方公共団体においては、全国的な健康増進の目標を参考に、それぞれの実情に応

じて、関係者間で共有されるべき目標を設定する必要がある。

また、地域、職場、学校等においても、これらの目標を参考としつつ、地域等の実     |
情に応 じて目標を設定し、そのための計画を策定することが望まれる。

|
2 日標の設定方法及び評価
健康増進の取組を効果的に推進するためには、健康づくりに関わる多くの関係者     |
が情報を共有しながら、現状及び課題について共通の認識を持った上で、課題を選択

し、科学的根拠に基づいた実態の把握が可能な具体的目標を設定する必要がある。      |
なお、具体的目標については、おおむね 10年後を達成時期として設定することと
し、当該 目標を達成するための取組を計画的に行 うものとする。

また、目標設定後 5年を目途に中間評価を行 うとともに、日標設定後 10年を目途
に最終評価を行 うことにより、目標を達成するための諸活動の成果を適切に評価 し、

その後の健康増進の取組に反映させていくこととする。

二 健康増進を推進するための目標
国が国民の健康増進について設定する全国的な目標は、別表に掲げる項目ごとに定

める日標値等とし、国はこの目標に基づき、国民運動に取り組むものとする。

第二 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定に関する基本的な事項
― 健康増進計画の目標の設定と評価
都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画 (以下 「健康増進計画」とい う。)

の策定に当たつては、地方公共団体は、人口動態、医療・介護に関する統計、特定健
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診データ等の地域住民の健康に関する各種指標を活用 し、独自に重要な課題を選択 し、

その到達すべき目標を設定し、定期的に評価及び改定を実施すべきである。

特に、都道府県においては、国が策定した日標のうち、代表的なものについて、地

域の実情を踏まえた住民に分かりやすい日標を提示する必要がある。

また、市町村においては、国や都道府県が設定した目標を勘案しつつ、具体的な各

種の施策、事業、基盤整備等に関する目標に重点を置いて設定することも考えられる。

二 計画策定の留意事項
健康増進計画の策定に当たっては、次の事項に留意する必要がある。

1 都道府県は、市町村、医療保険者、学校保健関係者、産業保健関係者等の一体的な
取組を推進する観点から、健康増進計画の策定及びこれ らの関係者の連携の強化に

ついて中心的な役害」を果たすこと。このため、都道府県は、都道府県単位で健康増

進事業実施者、医療機関その他の関係機関等から構成 される地域・職域連携推進協

議会等を設置 。活用し、関係者の役割分担の明確化や連携促進のための方策につい

て協議を行い、健康増進計画に反映させること。

なお、都道府県が地域 。職域連携推進協議会等を設置・活用するに当たつては、

必要に応 じて都道府県労働局に参加を要請するなど、連携を図ること。

2 都道府県健康増進計画の策定に当たっては、都道府県が策定する医療法 (昭和 2
3年法律第 205号 )に規定する医療計画、高齢者の医療の確保に関する法律 (昭
和 57年法律第 80号)に規定する都道府県医療費適正化計画、介護保険法 (平成
9年法律第 123号 )に規定する都道府県介護保険事業支援計画、がん対策基本法
(平成 18年法律第 98号)に規定する都道府県がん対策推進計画等の都道府県健
康増進計画と関連する計画及び都道府県が定める歯科 口腔保健の推進に関する法律

(平成 23年法律第 95号)に規定する基本的事項との調和に配慮すること。
また、都道府県は、市町村健康増進計画の策定支援を行 うとともに、必要に応 じ、

市町村ごとの分析を行い、地域間の健康格差の是正に向けた目標を設定するよう努

めること。

3 保健所は、地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点として、健康格差の縮小を図
ること等を目的とした健康情報を収集分析 し、提供するとともに、地域の実情に応

じ、市町村における計画策定の支援を行 うこと。

4 市町村は、市町村健康増進計画を策定するに当たっては、都道府県や保健所と連携
しつつ、事業の効率的な実施を図る観点から、医療保険者 として策定する高齢者の

医療の確保に関する法律に規定する特定健康診査等実施計画と市町村健康増進計画

を一体的に策定するなど、医療保険者として実施する保健事業と事業実施者として

行 う健康増進事業との連携を図るとともに、市町村が策定する介護保険法に規定す
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る市町村介護保険事業計画等の市町村健康増進計画と関連する計画との調和を図る

よう留意すること。

また、市町村は、健康増進法に基づき実施する健康増進事業について、市町村健

康増進計画において位置付けるよう留意すること。

5 都道府県及び市町村は、国の目標設定期間を勘案 しつつ、一定の期間ごとに計画
の評価及び改定を行い、継続的な取組に結びつけること。評価に当たっては、都道

府県又は市町村自らによる取組だけでなく、管内の医療保険者、学校保健関係者、

産業保健関係者等における取組の進捗状況や日標の達成状況について評価 し、その

後の取組等に反映するよう留意すること。

6 都道府県及び市町村は、健康増進のための目標の策定や、目標を達成するまでの
過程及び目標の評価において、住民が主体的に参加 し、その意見を積極的に反映で

きるよう留意すること。

第四 国民健康口栄養調査その他の健康の増進に関する調査及び研究に関する基本的な事項
― 健康増進に関する施策を実施する際の調査の活用
国は、国民の健康の増進を推進するための目標等を評価するため、効率的に国民健

康・栄養調査等の企画を行い、実施する。この際、生活習慣病の改善のほか、社会環

境の改善に関する調査研究についても併せて推進 していく。

国、地方公共団体、独立行政法人等においては、国民健康・栄養調査や都道府県健

康・栄養調査、国民生活基礎調査、健康診査、保健指導、地域がん登録事業等の結果、

疾病等に関する各種統計、診療報酬明細書 (レセプ ト)の情報その他の収集 した情報等

を基に、現状分析を行 うとともに、健康増進に関する施策の評価を行 う。この際、個

人情報について適正な取扱いの厳格な実施を確保することが必要であることを認識 し、

個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号 )、 行政機関の保有する個人情
報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 58号 )、 独立行政法人等の保有する個人情
報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 59号 )、 統計法 (平成 19年法律第 53号 )、
地方公共団体において個人情報の保護に関する法律の趣旨を踏まえて制定される条例

等を遵守するほか、各種調査の結果等を十分活用するなどにより、科学的な根拠に基

づいた健康増進に関する施策を効率的に実施 していくことが重要である。

また、こうした調査等により得られた情報については、積極的な公表に努める。

さらに、国、地方公共団体は、 ICT(情 報通信技術)を活用して、健診結果等の
健康情報を個人が活用するとともに、全国規模で健康情報を収集・分析し、効果的な

生活習慣病対策を実施することができる仕組みを構築するよう努める。

二 健康の増進に関する研究の推進
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国及び地方公共団体においては、国民の社会環境や生活習慣と生活習慣病との関連

等に関する研究を推進し、研究結果に関して的確かつ十分な情報の提供を行うことに

より、個人の効果的な健康増進の支援を行つていくことが必要である。

第五 健康増進事業実施者間における連携及び協力に関する基本的な事項
各保健事業者は、質の高い保健サービスを効果的かつ継続的に提供するためt特定健
診・特定保健指導、がん検診、労働者を対象とした健康診断等の徹底を図るとともに、

転居、転職、退職等にも適切に対応 し得るよう、保健事業の実施に当たって、既存の組

織の有効活用のほか、地域・職域連携推進協議会等が中心となり、共同事業の実施等保

健事業者相互の連携の促進を図ることが必要である。

具体的には、がん検診や特定健診など各種検診の実施主体間で、個人の健康情報の共有

を図るなど、健康に関する対策を効率的かつ効果的に実施することが考えられる。さら

に、がん検診や特定健診等の健康診査を同時に実施することにより、受診者の利便性を

向上させることや、受診率の日標達成に向けて、各種の検診実施事業者の参加による受

診率の向上に関するキャンペーンを実施するなどの工夫を行 うことが考えられる。

なお、健康診査の実施等に係る健康増進事業実施者間の連携については、これ らによる

ほか、健康増進法に基づ く健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針

の定めるところによる。

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、歯の健康の保持その他の生活習慣に関する正しい
知識の普及に関する事項

一 基本的な考え方
生活習慣に関する情報の提供については、マスメディアや ICTのほか、健康増進
に関するボランティア団体や、産業界、学校教育等多様な経路を活用するとともに、

対象集団の特性に応 じた効果的な働きかけを、複数の方法を組み合わせて行っていく

ことが重要である。また、情報提供の内容は、科学的知見に基づいたものであるとと

もに、分かりやすく、取組に結び付きやすい魅力的、効果的かつ効率的なものとなる

よう工夫する必要があり、さらに、国、地方公共団体等は、生活習慣の各分野に関し、

指針の策定、普及等に取 り組む必要がある。

なお、生活習慣に関する正しい知識の普及に当たつては、家庭、職場、地域等の社

会環境が生活習慣に及ぼす影響の重要性についても認識を高めることができるよう工

夫する。

また、情報提供に当たっては、誤つた情報や著 しく偏った不適切な情報が提供され

ることがないよう留意する必要がある。
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二 健康増進普及月間等
国民運動の一層の推進を図るため、九月を健康増進普及月間とし、国民一人一人の

自覚を高めるほか、社会全体で健康づくりを支え合 う環境を醸成するための健康増進

の取組を一層促進するよう健康日本二十一全国大会を実施するなどの広報を行うこと

とする。

また、こうした取組が一層効果的となるよう、併せて、食生活改善普及運動を九月に

実施する。

第七 その他国民の健康の増進の推進に関する重要事項
― 地域の健康課題を解決するための効果的な推進体制
健康増進 に関係する機関及び団体等がそれぞれ果たすべき役割を認識するとともに、

地域の健康課題を解決するため、市町村保健センター、保健所、医療保険者、医療機

関、地域包括支援センター、教育関係機関、マスメディア、企業、ボランティア団体

等から構成 される中核的な推進組織が、市町村保健センター、保健所を中心として、

各健康増進計画に即して、当該計画の目標を達成するための行動計画を設定し、各機

関及び団体等の取組をそれぞれ補完 し合 うことにより、効果的な取組が図られること

が望ましい。

また、国は、地方公共団体が健康増進計画の策定等を行 う際に、各種統計資料等の

データベースの作成や分析手法の提示等の技術的援助を行い、都道府県も市町村に対

し同様の技術的援助を行 うことが必要である。

二 多様な主体による自発的取組の推進
健康づ くりに関する活動に取り組む企業、NGO、 NPO等 の団体は、国民一人一
人の健康増進に向けた取組を一層推進させるための自発的取組を行 うとともに、その

取組について国民に情報発信を行 うことが必要である。また、国、地方公共団体等は、

そうした取組の中で、優れた取組を行 う企業等を評価するとともに、当該取組が国民

に広く知 られるよう、積極的に当該取組の広報を行 うなど、健康づ くりに取 り組む企

業等が増カロするような動機付けを与えることが必要である。

三 健康増進を担う人材
地方公共団体においては、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准

看護師、管理栄養士、栄養士、歯科衛生士その他の職員が、栄養・食生活、身体活動・

運動、休養・こころの健康づくり、喫煙、飲酒、歯・口腔の健康等の生活習慣全般に

ついての保健指導及び住民からの相談を担当する。

国及び地方公共団体は、健康増進に関する施策を推進するための保健師、管理栄養

士等の確保及び資質の向上、健康スポーツ医や健康づくりのための健康運動指導士等
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の運動指導者との連携、食生活改善推進員、禁煙普及員等のボランティア組織や健康

づくりのための自助グループの支援体制の構築等に努める必要がある。

このため、これ らの人材について、国において総合的な企画及び調整の能力の養成

並びに指導者 としての資質の向上に重点を置いた研修の充実を図るとともに、都道府

県において市町村、医療保険者、地域の医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

栄養士会等の関係団体等と連携し、地方公共団体の職員だけでなく、地域・職域にお

ける健康増進に関する施策に携わる専門職等に対し、最新の科学的知見に基づく研修    ・

の充実を図ることが必要である。

また、地域保健担当者、学校保健担当者等は、国民の健康増進のために相互に連携

を図るよう努める必要がある。
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別表

1 健康寿命の延伸と健康格差の縮小の実現に関する目標

(注)上記②の目標を実現するに当たつては、健康寿命の最も長い都道府県の数イ直を目

標として、各県において健康寿命の延伸を図るよう取り組むものである。

主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防に関する目標

(1) がん

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①健康寿命の延伸

ア 日常生活に制限のない期間の

平均

男性 70.42年

女性  73.62年

(平成 22年 )

平成 22年と平成 35年を

比較した場合における

平均寿命の増カロ分を上

回る健康寿命であるこ

と

イ 自分が健康であると自覚して
いる期間の平均

男性  69.90年

女性  73.31年

(平成 22年 )

②健康格差の縮小

ア 日常生活に制限のない期間の

平均の都道府県格差

男性 3.58年

女性 3.13年

(平成 19年 )

都道府県格差を縮小す

ること

イ 自分が健康であると自覚して
いる期間の平均の都道府県格差

男性  3.88年

女性 3.54年

(平成 19年 )

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①75歳未満のがんの年齢調整死亡

率の減少 (10万人当たり)

84.3

(平成 22年 )

次期がん対策推進基本

計画に合わせて設定

②がん検診の受診率の向上 胃がん 男性 34.3%

女性 26.3%

肺がん 男性 24.9%

女性 21.2%

大月易がん 男性 27.4%

女性 22.6%

子宮がん 女性 32.0%

乳がん 女性 31.4%

(平成 22年 )

次期がん対策推進基本

計画に合わせて設定
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(2)循環器疾患

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①脳血管疾患 ,虚血性心疾患の年齢調整死

亡率の減少 (10万人当たり)

脳血管疾患

男性 49.5

女性 26.9

虚血性心疾患

男性 36.9

女性 15.3

(平成 22年 )

脳血管疾患

男性 37.7

女性 23.1

虚血性心疾患

男性 28.9

女性 12.8

②高血圧の改善 (最高血圧の平均値の低

下)

男性 138.lmttg

女性 133.4mttg

(平成 20年 )

男性 134.lIIlmHg

女性 129.獅耐g

③脂質異常症の減少 (総コレステロール

240mg/dl以 上の割合)

16.4%

(平成20年 )

12.3%

④メタボ予備群 。メタボ該当者の減少 1,400万人

(平成 20年 )

平成 25年度から開

始する第二期医療

費適正化計画の策

定時期に合わせて

設定 (P)

⑤特定健診・特定保健指導の実施率の向上 特定健康診査の実施

率 41.3%

特定保健指導の終了

率 12.3%

(平成 21年 )

平成 25年度から開

始する第二期医療

費適正化計画に合

わせて設定

(3)糖尿病

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①合併症 (糖尿病性腎症による年間新規透

析導入率)の減少

0.18%

(平成 19年 )

0.1650/0

②治療継続者の害1合の増加 53.5%

(平成 21年 )

100%

③糖尿病有病者の増加の抑制 890万人

(平成 19年 )

自然増により見込

まれる人数 (1010

万人)から40万人

の減少
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④メタボ予備群・メタボ該当者の減少 (再

掲)

1,400万人

(平成 20年 )

平成 25年度から開

始する第二期医療

費適正化計画の策

定時期に合わせて

設定 (P)

⑤特定健診・特定保健指導の実施率の向上

(再掲)

特定健康診査の実施

率 41.3%

特定保健指導の終了

率 12.3%

(平成 21年 )

平成 25年度から開

始する第二期医療

費適正化計画に合

わせる

(4)慢性閉塞性肺疾患 (COPD)
項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①COPDの知識の普及 今後把握予定 現状を踏まえ設定

社会生活を営むために必要な機能の維持 口向上に関する目標

(1) こころの健康
項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①自殺者数の減少 (人口10万人当たり) 23.4

(平成 22年 )

自殺総合対策大綱

の見直しの状況を

踏まえて設定

②強いうつや不安を感じている人の割合

の減少 (気分障害・不安障害に相当する心

理的苦痛を感じている者の減少)

10.4%

(平成 22年 )

9.4%

③メンタルヘルスに関する措置を受けら

れる職場の害1合の増加

33.6%

(平成 19年 )

100°/0

(平成 32年 )

④子どもの心の支援環境の充実

ア 小児人口 10万人当たりの小児科医・

児童精神科医師の割合

小児科医 :89.5

(平成 20年 )

児童精神科医 :10.6

(平成 21年 )

増加傾向へ

イ スクール・カウンセラーを配置してい
るi中学校 (一定の規模以上)の割合

84.3%

(平成 20年 )

100°/o

(平成 26年 )

(2)次世代の健康

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

-17-



①健康な生活習慣 (栄養・食生活、運動)

を有する子どもの割合の増加

ア 朝・昼・夜の三食を必ず食べることに
気をつけて食事をしている子どもの割合

84.5%

(平成 17年度)

100%に近づける

イ 運動やスポーツをほとんど毎 日 (週に

3日 以上、週に 7時間以上)している子 ど

もの割合

週に 3日 以上

小学校 5年生

男子 61.5%

女子 35.9%

(平成 22年 )

週に 7時間以上

9歳から 11歳

男子 72.0%

女子 59.0%

(平成 18年 )

増加傾向ヘ

②全出生数中の極低出生体重児・低出生体

重児の割合の減少

極低出生体重児

0.8%

低出生体重児

9.6%

(平成 22年 )

減少傾向ヘ

(平成 26年 )

(3)高齢者の健康

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①要介護状態の高齢者の割合の減少 16.8%

(平成 21年 )

自然増により見込

まれる割合 (19%)

から2%減少

(平成 32年 )

②認知機能低下ハイリスク高齢者の発見

率の向上

0.9%

(平成 21年 )

10°/。

③ロコモティブシンドローム (運動器症候

群)を認知している国民の割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

④就業又は何らかの地域活動をしている

高齢者の割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

4 健康を支え、守るための社会環境の整備に関する目標

項 目 現状 目標 (平成 35年 )
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①地域のつながりの強化 (居住地域でお互

いに助け合つていると思う国民の割合の

増加)

平成 23年国民健

康 0栄養調査で把握

平成 23年国民健

康・栄養調査結果

を踏まえて設定

②健康づくりを目的とした住民活動の増

加 (健康づくりを目的とした活動に主体的

に関わつている国民の割合の増加)

今後把握予定 現状を踏まえ設定

③健康づくりに関する情報発信に自発的

に取り組む企業数の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

④健康づくりに関して身近で気軽に専門

的な支援 。相談が受けられる民間団体の活

動拠点数の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

⑤健康格差対策に取り組む自治体の増加

(課題となる健康格差の実態を把握し、健

康づくりが不利な集団への対策を実施し

ている都道府県の数)

今後把握予定 現状を踏まえ設定

国民の健康の増進を推進するための生活習慣の改善及び社会環境の改善 (NCDリ ス
クの低減等)に関する目標

(1)栄養・食生活

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①適正体重を維持している人の増加

(肥満、やせの減少)

20～60歳代男性の月巴

満者の割合 31.7%
20歳代女性のやせの

者の割合 22.3%

(平成 21年 )

20～60歳代男性の肥

満者の害1合 28%
20歳代女性のやせの

者の割合 20%

②適切な量と質の食事をとる人の増

カロ

ア 主食・主菜・副菜を組み合わせ
た食事が 1日 2回以上の日がほぼ毎

日の者の割合

70.3%

(平成 22年 )

800/0

イ 食塩摂取量の減少 10,7g

(平成 21年 )

8g

ウ 野菜 と果物の摂取量・適切な量
を摂取する割合の増加

1日 当たり摂取量の平

均値

1日 当たり摂取量の平

均値
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里予蘇こ  295g

月譲彩な  115g

適切な量を摂取する

割合

野菜 350g以上摂取

する者の割合

30.9%

果物 100g以上摂取

する者の割合

41.0%

(平成 21年 )

野菜 50g増加

果物 50g増加

適切な量を摂取する割

合

野菜 350g以上摂取

する者の割合 60%
果物 100g以上摂取

する者の割合 70%

③食事を 1人で食べる子どもの割合

の減少

朝食 小学生 14.8%

中学生 33.8%

夕食 小学生 2.2%

中学生 6.9%

(平成 17年 )

減少傾向へ

④健康増進を目的として食品中の栄

養成分の改善に取 り組む食品企業等

の増加 (食品中の食塩や脂肪の低減

に取 り組む食品企業の数及び飲食店

の数の増加 )

今後把握予定 現状を踏まえ設定

⑤利用者の身体状況や栄養状態に応

じた栄養 。食事管理を実施している

特定給食施設の割合の増加 (P)

今後把握予定 現状を踏まえ設定

(2)身体活動 口運動

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①日常生活における歩数の増加 男性 7,136歩

女性 6,117歩

70歳以上男性 4,890歩

70歳以上女性 3,872歩

(平成 22年 )

男性 8,500歩

女性 8,000歩

70歳以上男性 6,000

歩

70歳以上女性 5,000

歩

②週当たり1時間以上の運動習

慣者の割合の増加

男性 34.8%

女性 28.5%

男性 60%

女性 55%
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70歳以上男性 45.0%

70歳以上女性 35.7%

(平成 22年 )

70歳以上男性 65%

70歳以上女性 60%

③安全に歩行可能な高齢者の増

力日(腰痛や手足の関節が痛む者の

割合の減少 (千人当たり))

男性 265人

女性 371人

(平成 22年 )

男性 200人

女性 300人

④住民が運動しやすいまちづく

り・環境整備に取り組む自治体数

今後把握予定 現状を踏まえ設定

(3)休養

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①十分な睡眠の確保 (睡眠による

休養を十分とれていない者の減

少 )

18.6%

(平成 21年 )

14.7%

②週労働時間60時間以上の雇用
者の割合の減少

9.3%

(平成 23年 )

5.0%

(平成 32年 )

(4)喫煙

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①成人の喫煙率の低下 (喫煙をや

めたい人がやめる)

19.5%

(平成 22年 )

12.2%

②未成年者の喫煙をなくす 中学 1年生

男子 1.6%

女子 0.9%

高校 3年生

男子 8.6%

女子 3.8%

(平成 22年 )

0%

③妊娠中の喫煙をなくす (P) (P) (P)

④受動喫煙 (家庭・職場 。飲食店・

行政機関・医療機関)の割合の低

下 (受動喫煙の機会を有する者の

減少 )

行政機関 16.9%

医療機関 13.3%

(平成 20年 )

職場 64%
(平成 23年 )

家庭 10.7%

行政機関 0%
医療機関 0%
(平成 35年 )

職場 受動喫煙の無い

職場の実現

(平成 32年 )
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飲食店 50.1%

(平成 22年 )

家庭 3%
飲食店 15%
(平成 35年 )

(5)飲酒

項 目 現状 目標 (平成 35年 )

①ハイリスク飲酒者の割合の低減 平成 22年国民健康・

栄養調査結果を再解

析

現状を踏まえ設定

②未成年者の飲酒をなくす 中学 3年生

男子 8.0%

女子 9.1%

高校 3年生

男子 21.0%

女子 18.5%

(平成 22年 )

0%

③妊娠中の飲酒をなくす 8.7%

(平成 22年 )

0%

(6)歯 口口腔の健康

項 日 現状 目標 (平成 35年 )

①口腔機能低下の軽減 (60歳代で咀疇

に支障がある者の割合の減少)

26.6%

(平成 21年 )

200/。

②歯の喪失防止

ア 80歳で 20歯以上の歯を有する者
の増加

25.0%

(平成 17年 )

500/。

イ 60歳で 24歯以上の歯を有する者
の増カロ

60.2%

(平成 17年 )

700/。

ウ 40歳で喪失歯のない者の増加 54.1%

(平成 17年 )

750/0

③歯周病を有する者の割合の減少

ア 20歳代における歯肉に炎症所見

を有する者の割合

平成 21年国民健康・

栄養調査結果を再解

析

現状を踏まえて設定

イ 40歳代における進行 した歯周炎

を有する者の割合

37.3%

(平成 17年 )

250/0
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ウ 60歳代における進行した歯周炎

を有する者の割合

54.7%

(平成 17年 )

45%

④幼児 。学齢期のう蝕のある者の減

少・地域格差の縮小

ア 3歳児のう蝕有病者率が 20%未

満である都道府県の割合の増加

12.8%

(平成 21年 )

50%

イ 12歳児の一人平均 う歯数が 1.0未

満である都道府県の割合の増加

12.8%

(平成 22年 )

800/0

⑤歯科検診の受診者の増加 (過去 1年

間に歯科健康診査を受診した者の割

合の増加)

34.1%

(平成 21年 )

650/。
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第1回次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会(H2311 25)資料

次 期 プ ラ ン 策 定 の 枠 組 (案 )

一個人の行動変容と良好な社会環境の実現を通して、生活と社会環境の両者の質の向上を図る一

次 期プランの 目標 設 定 の考え方 (例 )

「
………
轟黒温葎 健康格差の縮4ヽ

社会環境の質の向上   :
●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●̈ ¨ ●●̈ ●̈ ●●●●●●●●●●●●●●・・

・
・

壮年期死亡の減少

具 体 的 取 組 (介

翌

の 整 理

___´
´´
´
´

生活の質の向上

資源 (保健・医

療・福祉等
サービス)ヘ
のアクセスの

改善と公平性

社会参加の

と公平性の

確保

疾病(発生率・有
病率)の低減

社会生活機能低下
の軽減

リスクファクターの低減

生活習慣の改善 社会環境の改善
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(参考資料)
基本的な方向

①健康寿命の延伸とle康
格差の縮小の実現

|     ~~~     目 標              |

全体目標
①健康寿命の延伸
②健康格差の縮小

Ｎ

Ｃ

Ｄ

の

予

坊

が ん
Dフ 5歳未満のがルの年齢調整死亡率の減少
2がん検診の受診率の向上

循環器疾患

①脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死亡率の
減少
②高血圧の改善(最高血圧の平均値の低下)
③脂質異常症の減少(総コレステロール240mg/dl
以上の割合)

④メタポ予備群・メタボ該当者の減少
⑤特定健診・特定保健指導の実施率の向上

①合併症(精尿病性腎症による年間新規透析導入
率)の減少
②治療継続者の割合の増加

糖尿病

慢性閉塞性肺

疾患 (00PD)
ЭCOPDの 知識の普及

Ｉ
Ｎ
い
―

②生活習慣病の発症予防
と重症化予防の徹底

③社会生活を営むために
必要な機能の維持・向上

④健康を支え、守るための
社会環境の整備

⑤多様な分野における連携

生活習慣の改善・社会環境の改善

栄養・食生活

正体重を維持し

ている人の増加 (肥

満、やせの減少 )

切な量と質の食

事をとる人の増加 (主

食・主菓・副菜を組み

合わせた食事の増

加、食塩摂取量の減

少、野菜・果物摂取量

食の増加 (食事を

1人で食べる子どもの

て食品中の栄養成分
こ取り組む食

企業等の増加

⑤利用者の身体状況
や栄養状態に応した
栄養・食事管理を実施
ている特定給

割合の増加

生活における

歩数の増加

当たり1時間以上

運動習慣者の割合

増加

全に歩行可能な

民が運動しやす
まヽちづくり鷲 整 |

こ取り組む自治体数

十分な睡眠の確保

の雇用者の割合

人の喫煙率の低

者の喫煙を

飲食店・行政機関・

療機関)の割合の低

イヽリスク飲酒者の
腔機能低下の軽

の喪失防止

病を有する者

の減少

・学齢期のう蝕
のある者の減少・地域
格差の縮小

科検診の受診者

うヽつや不安を感じている人の割合の減少

ルヘルスに関する措置を受けられる職場の

どもの心の支援環境の充実

康な生活習慣 (栄養・食生活、運動 )を有する子

生数中の極低出生体重児・低出生体重児の

介護状態の高齢者の割合の減少
知機能低下ハイリスク高齢者の発見率の向上
コモティブシンドローム (運動器症候群)を認知し

葉又は何らかの地域活動をしている高齢者の割

増加

りに関する{1報発信に自発的に取り組む企業数の増加

づくりに関して身近で気軽に専門的な支援。相談が受けられる

差対策に取り組む自治体数の増加


